
ヤマハ発動機株式会社
2017年8月8日

（証券コード：7272）

２０１７年１２月期 第２四半期決算説明会

鈴鹿8時間耐久ロードレース
ヤマハ初の3連覇を達成



● 業績予想について

この説明資料内で述べられているヤマハ発動機株式会社の業績予想は、現時点で入手可能な情報に基づき
当社の経営者が合理的と判断したもので、リスクや不確実性を含んでいます。実際の業績は、様々な要因の変化
により大きく異なることがありえますことをご承知おき下さい。実際の業績に影響を及ぼす可能性がある要因には、
主要市場における経済状況及び製品需要の変動、為替相場の変動等が含まれます。

本日ご説明する内容

２０１７年１２月期 第２四半期決算

 概要説明 代表取締役社長 柳 弘之

 事業別説明 取締役 日髙 祥博



概要説明概要説明



（億円） ２０１６年 ２０１７年 前年比

売上高 ７,７８３ ８,２８１ １０６％

営業利益 ６５４ ８２２ １２６％

営業利益率 ８.４％ ９.９％ ＋１.５pts.

経常利益 ５５３ ８３５ １５１％

当期純利益 ３２４ ６０８ １８８％

（＄・€） １１２・１２５ １１２・１２２ ー

（$/ＩＤＲ・ＢＲ$） １３,３７７・３.７ １３,１３１・３.１ ー

※ 親会社株主に帰属する四半期純利益

※

4

増収（106％）、増益（営業利益126％・当期純利益188％）、
過去 高益・利益率を達成。

上期実績
経営業績（２０１７年）



654 157 22 △34

99 △4 △12
△60

822営業利益
（億円）

経費増加

未実現利益
調整

2016年

（$/€： 112/125）

2017年

（112/122）

規模・
収益性

新興国二輪車
310億円 （前年比 ＋145億円）

当期利益
（億円）

324

608

為替影響

先進国事業等
512億円 （前年比 ＋24億円）

収益性改善進むが、未実現利益の影響残る。

5

上期実績：営業利益変動要因
経営業績（２０１７年）

経費増加
規模・
収益性 為替影響



（億円）
２０１６年

実績
２０１７年
当初予想

２０１７年
修正予想

前年比

売上高 １５,０２８ １６,０００ １６,３００ １０８％

営業利益 １,０８６ １,２００ １,３５０ １２４％

営業利益率 ７.２％ ７.５％ ８.３％ ＋１.１pts.

経常利益 １,０２１ １,２００ １,３５０ １３２％

当期純利益 ６３２ ７５０ ９００ １４３％

（＄・€） １０９・１２０ １１０・１１５
（年間）１１１・１１８
（下期）１１０・１１５ ー

（$/ＩＤＲ・ＢＲ$） １３,３００・３.５ １３,２００・３.２
（年間）１３,２００・３.２
（下期）１３,２００・３.２ ー

※ 親会社株主に帰属する当期純利益

※
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年間予想
経営業績（２０１７年）

増収（108％）、増益（営業利益124％・当期純利益143％）。
営業利益は 高水準へ、当期利益は 高を達成見込み。



1,086 275
39

△107

153 25 △61
△60

1,350営業利益
（億円）

2016年

（$/€： 109/120）

2017年

（111/118）

新興国二輪車
665億円 （前年比 ＋207億円）

当期利益
（億円）

632

900

先進国事業等
685億円 （前年比 ＋57億円）
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規模・
収益性

経費増加
未実現利益

調整
規模・
収益性

経費増加
為替影響

為替影響

年間予想：営業利益変動要因
経営業績（２０１７年）

収益性改善進む。



経営業績概況

16,312
15,028

16,300

20,000

1,303
1,086

1,350

1,800

2015
実績

2016
実績

2017
修正予想

2018
中期計画目標

2018
見通し

8.0%

7.2%

8.3%

9.0%

売上高・営業利益
（億円）

営業利益率

営業利益率9％水準へ。

中期計画進捗状況

8（$/€： 121/134） （109/120） （111/118） （115/130）



16,312 16,300

20,000

先進国
事業等

新興国
二輪車

先進国
事業等

新興国
二輪車 為替影響

中期計画進捗状況

△1,490+1,100

+380

9

為替影響

△140+2,560

+1,270

売上高の進捗状況

【先進国事業等】 二輪車・マリン・ＩＭは計画範囲内で増加、ＲＶは大幅な計画遅れで減少。
【新興国二輪車】 ベトナム・フィリピン・タイは計画以上に増加、インド、インドネシアは計画遅れ。

2015
実績

2017
修正予想

2018
中期計画目標

2018
見通し

（$/€： 121/134） （111/118）（115/130）



営業利益の進捗状況

1,303
1,350

1,800
先進国
事業等

新興国
二輪車

先進国
事業等

新興国
二輪車 為替影響

中期計画進捗状況

△370+350

+70

10

為替影響

△120+260

+360

2015
実績

2017
修正予想

2018
中期計画目標

2018
見通し

8.0％

9.0％

8.3％

【先進国事業等】 二輪車・マリン・ＩＭは計画範囲内で増加、ＲＶは大幅な計画遅れで減少。
【新興国二輪車】 アセアンは計画以上に増加、ブラジルは構造改革進み計画以上に増加。

（$/€： 121/134） （111/118）（115/130）



4,908 
5,342 

5,900 

2015年 2016年 2017年 2018年

37.6%
40.5%

42.8%

自己資本（億円）・自己資本比率

当期利益率

総資産回転率

ＲＯＥ

12.6% 12.3%

16.0%

3.7%

4.2%

5.5%

1.25

1.15

1.21

2015年 2016年 2017年 2018年
11

ＲＯＥ 経営
中期計画進捗状況

自己資本を高めながら、ＲＯＥ１５％水準へ。

2015年 2016年 2017年 2018年

（15%）



2015年
実績

2016年
実績

（億円）

2017年
予想

12

▲393

成長投資

株主還元

+330+722

ＣＦ 経営
中期計画進捗状況

積極的な株主還元・成長投資に備える。

Cash
OUT

Cash
IN



ＥＰＳ ： 172円

5.0%

181円

750

258円

39円

配当性向 ： 26% 33% 30%

年間配当

2015年
実績

2016年
実績

2017年
修正予想

13

39円

78円

中間配当

株主還元
中期計画進捗状況

215円

30%

2017年
当初予想

５期連続の増配へ。

65円
60円

44円



事業別説明事業別説明



（億円）
1,556 1,415 1,437

3,715
3,360 3,655

1,717
1,703

1,797

706
698

670

593
608

722

2015 2016 2017

56 15 28

164
166

310

407
383

369

53

27

1053

64

105

2015 2016 2017

売上高 営業利益

2015年
上期

その他

マリン

特機

先進国
二輪車

2016年
上期

8,287

733
7,783

654

2015年
上期

2016年
上期

新興国
二輪車

822

2017年
上期

2017年
上期

8,281

その他： 産業用機械・ロボット含む 15

上期事業状況

（$/€： 120/134） （112/125） （112/122）



2014 2015 2016 2017

232 

630 
763 792 

1 

48 

49 
75 

2014 2015 2016 2017

1,431 1,303 1,327 

528 
517 607 

326 
305 

413 

146 
210 

262 

15年 16年 17年
2015年

上期
2016年

上期
2017年

上期

売上高
（億円）

営業
利益率 4.3％ 7.8％ 8.5％

16

タイ

フィリピン

インドネシア

ベトナム

2,430
2,336

2,609

アセアン
二輪車事業

上期販売状況 （千台）

Gモデル
出荷・
販売台数

PFモデル
販売台数

1,422
1,341 1,362

1,788

販売総数

プラットフォームモデルによる新しい価値提案・収益性改善を進めながら、
インドネシア市場の販売回復に取り組む。



ＱＢＩＸ

（空冷125ＣＣ）

ＡＥＲＯＸ

（水冷155ＣＣ）

アセアンの 『旬』 を創る
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0

400

800

1,200

2013 2014 2015 2016 2017

831 808 854 

401 
298 281 

245 

233 240 

79 

75 63 

14年 15年 16年

日本

北米

大洋州

欧州

1,556

2015年
上期

2017年
上期

1,415

2016年
上期

1,437

売上高
（億円）

18

営業
利益率 3.5％ 1.1％ 1.9％

先進国
二輪車事業

12.8%

15.1%
16.6% 16.8% 16.2%

上期販売状況
（51CC以上： 千台）

ＳＣ
販売台数

ＭＣ
販売台数

ブランド個性を発揮する商品・マーケティングを展開しながら、
事業構造の改革を続ける。

シェア



988 963 952

730 740 845 

14年 15年 16年

船外機

ＷＶ・
ボート等

1,717
売上高
（億円） 1,703

営業
利益率

23.7% 22.5%

1,797

20.5%

2015年
上期

2017年
上期

2016年
上期

19

0

20

40

60

80

100

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

-99馬力

100馬力＋

200馬力＋

船外機 上期販売状況
（北米・欧州市場： 千台）

マリン事業

総合力・信頼性・ネットワークによるブランド力を更に高めながら、
システム・サプライヤーを実現するビジネスモデルへ。

（1～5月累計データ）



2014年 2015年 2016年 2017年

355 379 
319 

351 319 
351 

15年 16年 17年

RV

その他

2015年
上期

2017年
上期

2016年
上期

20

2014年 2015年 2016年 2017年

ＲＯＶ 上期販売・生産状況
（世界市場： 千台）

7

15

6

11 10 11

小売台数

7

5

2014 2015 2016 2017

特機事業

事業正常化を完了して、新しいプラットフォームモデルによる
顧客ベース拡大を図る。

生産台数

売上高
（億円）

営業
利益率 7.5% 3.8% 1.4%

706 698
670



235 236 

308 

14年 15年 16年2015年
上期

2017年
上期

2016年
上期

21

ＩＭ事業

メディカル市場
ソリューション提供

浜松新工場
ＳＭＴ生産ライン

業界トップクラスの 「超高速・高精度」 ピック＆プレース技術、
業界初の統合型ＦＡ技術を進化させ、高効率ソリューションを提供する。

売上高
（億円）

営業
利益率 16.2% 17.2% 20.4%



14年 15年 16年 17年2014 2015 2016 2017

128 

162 
179 

14年 15年 16年

22

160
169

223
232

Ｅ-Ｋｉｔ

完成車

上期販売状況 （千台）

ＰＡＳ事業

ＰＡＳ技術を進化させながら、国内・海外で幅広いソリューションを提供する。

売上高
（億円）

営業
利益率 11.5% 16.6% 21.0%

2015年
上期

2017年
上期

2016年
上期





主要商品別 総需要・当社出荷台数

ヤマハ発動機 出荷台数

15年
実績

16年
実績

17年
予想

日本 110 110 101

北米 89 77 76

欧州 209 208 208

インドネシア 1,799 1,394 1,500

タイ 225 240 306

インド 595 786 888

ベトナム 719 844 950

台湾 226 254 291

中国 307 247 248

その他 415 540 671

アジア計 4,286 4,307 4,855

ブラジル 131 100 107

その他 393 353 356

その他計 524 452 463

二輪車計 5,218 5,154 5,703

船外機 300 292 295

ＡＴＶ 55 57 56

台数単位：千台

総需要 （当社推定）

15年
実績

16年
実績

17年
予想

日本 407 373 375

北米 559 547 540

欧州 1,525 1,576 1,576

インドネシア 6,465 5,557 5,400

タイ 1,677 1,743 1,800

インド 16,089 17,641 18,723

ベトナム 2,849 3,120 3,300

台湾 706 852 880

中国 9,080 7,992 7,641

その他 4,070 4,822 5,580

アジア計 40,937 41,728 43,325

ブラジル 1,208 884 848

その他 8,000 6,666 6,460

その他計 9,209 7,550 7,307

二輪車計 52,637 51,774 53,123

船外機 742 717 775

ＡＴＶ 435 412 399

24



二輪車販売台数・売上高 （上期）

57 54
39 37

127 127

2,060 2,122

225
210

2,508
2,549

2016年

上期

2017年

上期

233 240
298 281

808 854

2,861 3,089

574
629

4,775
5,092

2016年

上期

2017年

上期

アジア

欧州

北米
日本

その他

(112/１22)(112/125)（$/€） 25

売上高
（億円）

出荷台数
（千台）



マリン・特機・その他 売上高 （上期）

153 146

997 1,111

278
276

91
85185

179
1,703

1,797

2016年

上期

2017年

上期

68 66

470 461

77 66

26
26

57
51

698
670

2016年

上期

2017年

上期

アジア

欧州

北米

日本

その他

（億円）

(112/125) (112/122)（$/€）
26

マリン 特機



294 307

3 432
5522

24
21

24371

413

2016年

上期

2017年

上期

ＩＭ・その他 売上高 （上期）

89 105

11
2028

22

96

15511

6

236

308

2016年

上期

2017年

上期

アジア

ＩＭ その他

(112/125) (112/122)（$/€）
27

その他

北米
欧州

日本
（億円）



設備投資・減価償却費・研究開発費・有利子負債

１6年上期
実績

17年上期
実績

設備投資 228 219

減価償却費 213 224

研究開発費 470 477

有利子負債 3,409 3,749

（うち販売金融分） 1,854 2,325

（億円）
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為替影響 （対前年）

17年 実績（上期） 17年予想（年間）

（億円） US$ EURO その他 合計 US$ EURO その他 合計

本社の輸出入にかかる為替影響 4 △17 9 △4 30 △19 13 23

為替による仕入影響 （海外子会社） 0 0 16 16 0 0 20 20

粗利益の換算影響 （海外子会社） 3 △4 23 22 13 △5 56 64

販管費の換算影響 （海外子会社） △2 3 △17 △16 △12 5 △36 △44

営業利益への為替影響 4 △18 31 18 31 △20 52 64

為替感応度

１円の変動が営業利益

に与える影響額

US$
7億円

EURO
3億円

US$
14億円

EURO
8億円

29



事業別 売上高・営業利益 （年間予想）

9,301 10,200 10,400

2,972
3,000 3,100

1,523
1,500 1,4001,232
1,300 1,40015,028
16,000 16,300

360
480

605

554

570

57045
10127

140

190
1,086

1,200

1,350

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

2016 2017 20172 列1 20162 20173 201724

売上高 営業利益

（億円）

2017年
期初予想

(110/115)

2016年
(109/120)

2017年
期初予想

(110/115)

2016年
(109/120)

その他

マリン

特機

二輪車

2017年
修正予想

(111/118)

2017年
修正予想

(111/118)
（$/€）

※ その他： 産業用機械・ロボット含む 30

△15



654
180

38
18 △22 △7 △10 △29

822

営業利益変動要因 （上期）

コスト
ダウン

販管費
増加

増収
効果

為替
影響

原材料
価格変動

償却費
増加

成長戦略費用
含む
開発費
増加

2016年

（$/€： 112/125）

2017年

（112/122）

（億円）
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1,086
307

128 64 △67 △32 △19 △117 1,350

営業利益変動要因 （年間予想）

コスト
ダウン増収

効果

2016年

（$/€： 109/120）

2017年

（111/118）

（億円）

販管費
増加

為替
影響

原材料
価格変動 償却費

増加

成長戦略費用
含む
開発費
増加
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